
　　　前年同月比　実質※110.8%の増加　名目※314.2%の増加

　　　全国の消費支出（二人以上の世帯）は、１世帯当たり316,085円

　　　前年同月比　実質※14.7%の増加　名目※38.9%の増加

　　　前年同月比　実質※11.6%の増加

　　　　　　　　　実質※22.1%の増加

　　　　　　　　　名目※34.8%の増加

　　　全国の勤労者世帯の実収入（二人以上の世帯）は、１世帯当たり522,318円

　　　前年同月比　実質※10.4%の増加

　　　　　　　　　実質※20.9%の増加

　　　　　　　　　名目※34.4%の増加

              ※1：物価の変動を取り除いた数値　実質化には消費者物価指数（持家の帰属家賃を除く総合）を用いた。

              ※2：物価の変動を取り除いた数値　実質化には消費者物価指数（総合）を用いた。

              ※3：物価水準の影響を考慮していない数値

勤労者世帯 勤労者世帯

集計世帯数 90 46 7,325 3,918

世帯人員(人) 2.85 3.34 2.87 3.21

有業人員(人) 1.37 1.99 1.33 1.80

世帯主の年齢(歳) 62.8 50.3 60.5 50.8

受取 － 1,257,233 － 1,338,005

実収入 － 500,515 － 522,318

経常収入 － 498,297 － 514,143

勤め先収入 － 497,838 － 500,955

世帯主収入 － 361,537 － 395,270

うち男 － 337,875 － 373,683

定期収入 － 351,262 － 381,824

臨時収入・賞与 － 10,275 － 13,446

臨時収入 － 679 － 3,224

賞与 － 9,596 － 10,222

世帯主の配偶者の収入 － 136,301 － 91,370

うち女 － 132,296 － 89,335

他の世帯員収入 － 0 － 14,315

事業・内職収入 － 150 － 4,403

家賃収入 － 0 － 1,356

他の事業収入 － 150 － 2,050

内職収入 － 0 － 997

他の経常収入 － 310 － 8,785

財産収入 － 0 － 1,715

社会保障給付 － 309 － 6,312

公的年金給付 － 0 － 51

他の社会保障給付 － 309 － 6,261

仕送り金 － 0 － 757

用   途   分   類

二人以上の世帯

松 江 市 全   国

　2025年(令和７年)5月分　家計調査結果（二人以上の世帯）（松江市）　

　　　　　〇消費支出(二人以上の世帯）は、   １世帯当たり 325,421円

　　　　〇勤労者世帯の実収入(二人以上の世帯）は、   １世帯当たり 500,515円

消費支出（１世帯当たり）

実収入（１世帯当たり）



勤労者世帯 勤労者世帯

用   途   分   類

二人以上の世帯

松 江 市 全   国

特別収入 － 2,218 － 8,175

受贈金 － 887 － 1,560

他の特別収入 － 1,331 － 6,615

実収入以外の受取(繰入金を除く) － 540,487 － 505,036

預貯金引出 － 319,145 － 351,708

保険金 － 41,742 － 3,731

個人・企業年金保険金 － 804 － 1,420

他の保険金 － 40,938 － 2,311

有価証券売却 － 0 － 2,902

土地家屋借入金 － 0 － 0

他の借入金 － 0 － 364

クレジット購入借入金 － 179,600 － 145,828

財産売却 － 0 － 0

実収入以外の受取のその他 － 0 － 502

繰入金 － 216,231 － 310,652

支払 － 1,257,233 － 1,338,005

実支出 － 529,615 － 472,471

消費支出 325,421 388,469 316,085 351,466

1 食料 94,691 98,531 89,541 93,387

2 住居 8,496 9,528 18,247 21,725

3 光熱・水道 29,903 30,271 23,319 23,091

4 家具・家事用品 8,709 9,390 12,964 13,929

5 被服及び履物 10,378 14,639 10,725 12,598

6 保健医療 13,522 13,307 14,801 14,012

7 交通・通信 75,412 106,535 50,086 61,679

8 教育 4,943 9,540 11,676 18,275

9 教養娯楽 22,133 25,858 31,793 33,523

10 その他の消費支出 57,232 70,869 52,934 59,247

(再掲) 教育関係費 16,887 32,470 18,489 28,646

(再掲) 教養娯楽関係費 31,955 28,499 36,044 38,120

(再掲) 移転支出(贈与金＋仕送り金) 14,217 22,988 11,724 13,897

(再掲) 経常消費支出 228,372 248,711 225,711 240,988

(再掲) 情報通信関係費 13,750 16,545 14,682 15,891

(再掲) 消費支出(除く住居等) 268,658 290,241 272,055 295,294



勤労者世帯 勤労者世帯

用   途   分   類

二人以上の世帯

松 江 市 全   国

非消費支出 － 141,147 － 121,005

直接税 － 76,882 － 64,550

勤労所得税 － 12,135 － 17,424

個人住民税 － 21,236 － 18,614

他の税 － 43,511 － 28,511

社会保険料 － 63,602 － 56,386

公的年金保険料 － 39,059 － 34,149

健康保険料 － 20,352 － 18,059

介護保険料 － 2,341 － 2,263

他の社会保険料 － 1,850 － 1,916

他の非消費支出 － 663 － 69

実支出以外の支払(繰越金を除く) － 538,676 － 587,226

預貯金 － 419,141 － 411,619

保険料 － 21,715 － 24,582

個人・企業年金保険料 － 3,303 － 3,642

他の保険料 － 18,413 － 20,940

有価証券購入 － 1,276 － 5,961

土地家屋借金返済 － 28,697 － 35,431

他の借金返済 － 206 － 1,916

クレジット購入借入金返済 － 66,694 － 106,113

財産購入 － 0 － 1,068

実支出以外の支払のその他 － 946 － 536

繰越金 － 188,941 － 278,307

可処分所得 － 359,368 － 401,312

黒字 － -29,101 － 49,847

金融資産純増 － 81,246 － 83,821

貯蓄純増 － 79,969 － 80,762

預貯金純増 － 99,996 － 59,911

保険純増 － -20,026 － 20,851

個人・企業年金保険純増 － 2,499 － 2,222

他の保険純増 － -22,525 － 18,629

有価証券純購入 － 1,276 － 3,059

土地家屋借金純減 － 28,697 － 35,431

他の借金純減 － 206 － 1,551

クレジット購入借入金純減 － -112,906 － -39,716

財産純増 － 0 － 1,068

その他の純増 － 946 － 34

繰越純増 － -27,290 － -32,344



勤労者世帯 勤労者世帯

用   途   分   類

二人以上の世帯

松 江 市 全   国

－ 108.1 － 87.6

黒字率(％) － -8.1 － 12.4

金融資産純増率(％) － 22.6 － 20.9

貯蓄純増(平均貯蓄率)(％) － 22.3 － 20.1

預貯金純増(％) － 27.8 － 14.9

保険純増(％) － -5.6 － 5.2

個人・企業年金保険純増(％) － 0.7 － 0.6

他の保険純増(％) － -6.3 － 4.6

有価証券純購入(％) － 0.4 － 0.8

土地家屋借金純減(％) － 8.0 － 8.8

他の借金純減(％) － 0.1 － 0.4

クレジット購入借入金純減(％) － -31.4 － -9.9

財産純増(％) － 0.0 － 0.3

エンゲル係数(％) 29.1 25.4 28.3 26.6

注１ 統計表中の「-」は該当数字がないものである。 
　２ 二人以上の世帯には、「勤労者世帯」のほか、世帯主が無職の世帯と、自営業者などの

世帯を含み、自営業者などの世帯の収入は調査していないため、二人以上の世帯の収入
にかかる項目は「-」となる。

　３ 可処分所得とは、実収入から非消費支出を差し引いたものである。
　４ 黒字とは、可処分所得から消費支出を差し引いたものである。
　５ 平均消費性向とは、可処分所得に対する消費支出の割合である。
　６ エンゲル係数とは、消費支出に占める食料費の割合である。

(再掲) 可処分所得に対する割合
  平均消費性向(％)


